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はじめに

　社交飲食業の皆さまのご商売は、不特定多数のお客様と接する機会の多いご商売です。そのため人から人へ

と感染が拡大することを防止するためには、経営者そして従業員が感染するリスクが高い商売をしているという

自覚をもつことが大切です。もし経営者、従業員が感染した場合、お店や施設を利用した多くのお客様にも新型

コロナウイルスを感染させ、感染拡大につながってしまうリスクがあります。

　新型コロナウイルスは世界各地で感染が拡大し多数の死者が出ております。日本政府による47都道府県への

「緊急事態宣言」は5月25日までに解除されましたが、感染拡大の予防と社会経済活動の両立を図っていくにあ

たり、事業者が提供するサービスごとに一層の感染拡大防止の対策が求められています。

　この新型コロナウイルス感染症対応マニュアルには、厚生労働省のご指導、同感染症対策専門家会議による提

言を踏まえて全社連がまとめた「社交飲食業における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライン」などを掲

載しております。毎日の営業において、感染拡大防止に取り組む目安にしていただき、従業員やお客様が安全か

つ安心して利用できるお店づくりを目指しましょう。

　また、このマニュアルには経済産業省等の経済支援策や日本政策金融公庫の融資情報なども掲載しております

ので、ご商売の継続に向けて是非ご活用頂きたいと考えております。
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アクリルボード設置例
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もし、経営者、従業員が感染した場合、

お店や施設を利用した多くのお客さまにも新型コロナウイルスを感染させ、

感染拡大につながってしまうリスクがあることをしっかり認識しましょう。

毎日の営業において、感染拡大防止にしっかり取り組むことで、

従業員やお客さまが安心して利用できるお店づくりを目指しましょう。

コロナを広げないために



コロナを広げないために1

出典：首相官邸「新型コロナウイルス感染症に備えて～一人ひとりができる対策を知っておこう～」
※上記 QR コードは、サイズが小さいため読み取れない場合があります。
出典：首相官邸「新型コロナウイルス感染症に備えて～一人ひとりができる対策を知っておこう～」
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コロナウイルスとは？
コロナウイルスには、一般の風邪の原因となる

ウイルスや、「重症急性呼吸器症候群(SARS)」

や2012年以降発生している「中東呼吸器症候

群(MERS)」ウイルスがあり、現在流行している

のが「新型コロナウイルス(SARS-CoV2)」です。

ウイルスは自分自身で増えることができず、粘膜

などの細胞に付着して入り込み増えます。健康

な皮膚には入り込むことができず表面に付着す

るだけと言われています。表面についたウイルス

は時間がたてば壊れてしまいますが、物の種類

によっては24時間~72時間くらい感染する力を

もつと言われています。

流水と石けんでの手洗いや手指消毒用アルコー

ルによって感染力を失わせることができます。



出典：全国生活衛生営業指導センター「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の基本出典：全国生活衛生営業指導センター「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の基本
7
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社交飲食業における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライン
令和２年６⽉１３⽇策定

全国社交飲⾷業⽣活衛⽣同業組合連合会

1 本ガイドラインについて
　新型コロナウイルス感染症対策専門家会議「新型コロナウイルス感染症対策

の状況分析・提言」(令和2年5月4日)においては、「今後、感染拡大の予防と

社会経済活動の両立を図っていくに当たっては、特に事業者において提供する

サービスの場面ごとに具体的な感染予防を検討し、実践することが必要になる。

社会にはさまざまな業種等が存在し、感染リスクはそれぞれ異なることから、業

界団体等が主体となり、また、同業種だけでなく他業種の好事例等の共有など

も含め業種ごとに感染拡大を予防するガイドライン等を作成し、業界をあげて

これを普及し、現場において、試行錯誤をしながら、また創意工夫をしながら実

践していただくことを強く求めたい。」とされたところである。

　これを受け、同専門家会議の提言の中にある「各業種のガイドライン等の作

成に当たって求められる基本的な考え方や留意点の例」等に留意しながら、当

面の対策をとりまとめたところである。

  なお、新型コロナウイルスの最新の知見や今後の各地域の感染状況等を踏ま

えて、本ガイドラインは随時見直すこととする。

2 感染防止のための基本的な考え方
　社交飲食業では、これまでにクラスターの発生が確認されていることから、感

染リスクを抑制するため適切な感染予防対策を講ずる必要がある。

  施設管理者は、施設の規模や提供するサービスの形態を十分に踏まえ、 施設

内及びその周辺地域において、当該施設の従業員のほか、お客様への新型コロ

ナウイルスの感染拡大を防止するため、最大限の対策を講ずるものとする。

　本ガイドラインは、社交飲食業の事業者が本格的に事業を再開するにあたっ

て、現場の実情に配慮して1密閉空間(換気の悪い密閉空間である)、 2密集場

所(多くの人が密集している)、3密接場面(互いに手を伸ばした ら届く距離での

会話や発声が行われる)という3つの条件(いわゆる「三つの密」)を避け、手洗

いなどの一般衛生管理の実施、人と人との間隔の確保(できるだけ2mを目安に

(最低1m)確保するよう努める)等を通じて、お客様と社交飲食業に働く従業員

の安全・安心を確保するための参考となる具体的取組等を示すことを旨とする。

なお、社交飲食業には、カフェー、バー、キャバレー、スナックなど様々な営業

種別があり、さらには接待行為の有無やカウンター、テーブルといった設備など

により様々な営業形態が存在する(例えば、キャバレー 等の接待行為を伴う飲

食店があり、また、バーの中には、接待行為を伴わないと想定されるホテルバー

などの形態がある。この「接待行為」とは飲 食店の従業員によるものを意味す

る。)。事業者は、以下に示すような対応策を参考に、それぞれの営業形態に

応じた感染防止対策を講ずる必要がある。
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3 施設管理者が講じるべき具体的な対策

 1—リスク評価

施設管理者は、新型コロナウイルス感染症の主な感染経路である接触感染(1)

と飛沫感染(2)のそれぞれについて、従業員や顧客等の動線や接触等を考慮し

たリスク評価を行い、そのリスクに応じた対策を検討する。

① 接触感染のリスク評価

他者と共有する物品やドアノブなど手が触れる場所を特定し、これらへの接触

の頻度を評価する。高頻度接触部位(レジ、ドアノブ、手すり、エ レベーターの

ボタン、テーブル、イス、メニューブック、タッチパネル、 カラオケマイク、ダーツ、

電気のスイッチ、トイレ、蛇口、洗面台等)に は特に注意する。

② 飛沫感染のリスク評価

施設における換気の状況を考慮しつつ、人と人との距離がどの程度維持できる

か、施設内で大声などを出す場所がどこにあるか等を評価する。

  2—施設内の各所における対応策

① 留意すべき基本原則と各エリア・場面の共通事項

■店舗では食品衛生法を遵守して食品の安全で衛生的な取扱いを徹底させる。
■営業時間や提供メニュー品目の工夫、予約・空席状況等について、お客様へ

店内外の掲示やITテクノロジー等を積極的に活用して情報発信し、店舗が社会

的距離や安全性を考慮して感染防止に努めながら営業していることをお客様に

理解していただく。
■国や自治体から適宜発表される最新情報(方針や助言)の確保に留意し、新型

コロナウイルス感染症防止対策として以下の基本事項を確実に押さえながら、

事業を継続する。
■人との接触をできるだけ避け、対人距離を確保する。(できるだけ2mを目安

に(最低1m)
■感染防止のためお客様の整理を行う。(密にならないように対応(店舗定員の 

50%を目安とする)。発熱またはその他の感冒様症状を呈している者の入店制

限を含む。)
■ 入店時にアンケートを実施し、連絡先や体調を記載してもらう。アンケート用

紙は適切な期間(当面の間1ヶ月を目安に)保存する。
■入口及び施設内の手指の消毒設備の設置または石鹸と流水による手洗いの励

行。
■ マスク(適宜フェイスガード)の着用(従業員及びお客様に対する周知)。
■施設の換気(2つの窓を同時に開けるなどの対応も考えられる)。 サーキュレー

ターの使用、「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行規則

第7条」に反しない限りの定期的な窓開け。
■お客様の入れ替わりに応じて、適宜、施設及び共用物品の消毒。
■ お客様が共用する物品や手が頻回に触れる箇所を工夫して最低限にする。
■人と人が対面するカウンター席等は、できるだけアクリル板・透明ビニール

カーテンなどで遮蔽するなどの工夫をする。
■ 適切な予防策を講じるため飲酒が過量にならないよう注意喚起する。

② お客様の安全

 1. 入店時

■店舗入口には、以下の場合は入店をお断りさせていただく旨を掲示する。
■入店前に検温を行い、発熱がある場合 
■咳・咽頭痛などの症状がある場合 
■新型コロナウイルス感染症の陽性と判明した者との濃厚接触がある場合
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■過去14日以内に政府から入国制限、入国後の観察期間を必要とされる国・地

域等への渡航並びに当該国・地域の在住者との濃厚接触がある場合
■ 店舗入口や手洗い場所には、手指消毒用に消毒液(消毒用アルコール等)を

用意する。
■店舗入口及び店内に、食事中以外はマスクの着用をお願いする旨掲 示する。
■飛沫感染・接触感染を防止するために十分な間隔(できるだけ2m を目安に

(最低1m)確保するよう努める)をとることが重要であることをお客様に理解し

てもらい、店内が混み合う場合は入店を制限 する。
■重症化リスクが高い高齢者や基礎疾患のある方には十分な配慮を行う。

 2. 客席へのご案内

■テーブルは、飛沫感染予防のためにパーティションで区切るか、できるだけ

2m(最低1m)以上の間隔を空けて横並びで座れるように配置を工夫し、カウン

ター席は密着しないように適度なスペース (できるだけ2mを目安に(最低1m)

確保するよう努める)を空けるまたはパーティションで区切るなど工夫する。
■真正面の配置を避けるか、またはテーブル上にできるだけ区切りのパーティ

ション(アクリル板等)を設けるなど工夫する。

 3. テーブルサービスとカウンターサービス

【共通事項】
■テーブルサービスで注文を受けるときは、お客様の正面を避けて立ち、間隔

(できるだけ2m を目安に(最低1m)確保するよう努める) を保つ。
■ お客様が入れ替わる都度、テーブル・カウンターを消毒する。
■カウンターサービスは、従業員とカウンター席との間隔(できるだけ2mを目安

に(最低1m)確保するよう努める)を保つ。
■カウンターで注文を受けるときはお客様の正面に立たないように注意する。
■カウンターでは、従業員のマスク着用のほか、できるだけ区切りのパーティ

ションの設置など工夫する。
■従業員はトイレ使用後など頻繁に石鹸と流水による手洗いを実施し、 テーブル

移動時には手指消毒を励行する。特に、お客様にグラス等を手渡す者は注意する。
■お客様同士のお酌、グラスやお猪口の回し飲みは避けるよう、業態に応じ、掲

示等により注意喚起する。
■個室を使用する場合は、十分な換気を行う。
■お客様には来店時やトイレ使用後に石鹸と流水による手洗いや手指消毒を行

うよう注意喚起する。

【接待行為を伴う店舗の留意事項】
■フルーツや菓子などは、大皿は避けて、料理は個々に提供する、従業員等が取

り分けるなど工夫する。
■カラオケを歌うお客様にもマスク(適宜フェイスガード)の着用をお願いする。
■カラオケマイクの定期的な消毒。(お客様ごとまたは30分に一度程度)
■お客様の横に着いて一緒にカラオケやダンス等を行うなどの接客は、当面の

間自粛する。
■お客様の近距離で行うライブ、ダンス、ショー、シャンパンコールなどは当面

の間自粛する。実施せざるを得ない場合は、人が密集しないよう、人数の制限

や客席とステージの距離(原則2m)の確保を行う。

 4. 会計処理

■会計処理に当たる場合は、可能であれば、電子マネー等の非接触型決済を導

入する。現金、クレジットカード等の受け渡しが発生する場合には、手渡しで受

け取らず、コイントレイ(キャッシュトレイ)などを使用する。また、コイントレイ

は定期的に消毒する、会計の都度手指を消毒するなど工夫する。
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③ 従業員の安全衛生管理

■従業員は必ず出勤前に体温を計る。発熱や風邪の症状がみられる場合は、店

舗責任者にその旨を報告し、自宅待機とする。
■従業員は出勤時に必ず体温を計り、店舗責任者に報告する。
■従業員の健康管理において最も重要なことは、各自が店舗に新型コロナウイ

ルスを持ち込まないことである。
■店舗責任者は従業員の緊急連絡先や勤務状況・健康状態を把握するように努める。
■感染した従業員、濃厚接触者と判断された従業員の就業は禁止する。 
■店舗ではマスク(適宜フェイスガード)を適切に着用し、頻繁かつ適切な手洗

い等を徹底する。
■従業員やその家族が過度な心配や恐怖心を抱かないよう、また風評被害や誤

解などを受けないよう、事業者は現状を的確に従業員に伝える(従業員へのリス

ク・コミュニケーション)。
■食品を扱う者の健康管理と衛生管理を徹底する。
■従業員のロッカールームや控え室(以下「控え室」という)は換気し、空調設

備は定期的に清掃する。
■控え室は、一度に休憩する人数を減らし、対面で飲食や会話をしないようにす

るとともに、従業員が出入りする際は、入退室の前後に手洗いをする。
■控え室において従業員は十分な対人距離(できるだけ2mを目安に(最低1m)

確保するよう努める)を確保する。
■新型コロナウイルス感染症と診断された場合や、新型コロナウイルス 感染症

患者と濃厚接触があり、保健所から自宅待機等の措置を要請され た場合は、速

やかに管理者等に報告するとともに、従業員の就業は禁止 することを周知する。
■これらの報告を受ける担当者及び情報を取り扱う範囲を定め、従業員 に周知を行う。
■顔や髪をさわらない。
■新型コロナウイルス感染症についての相談目安及び「保健所」、「帰国者・接

触者相談センター」の連絡先を従業員に周知を行う。

4 店舗の衛生管理
■店内(客席)は適切な換気設備の設置及び換気設備の点検を行い、徹底した

換気を行う(窓・ドア等の定期的な開放、常時換気扇の使用など)。 
■店内清掃を徹底し、店舗のドアノブ等の設備等、多数の人が触れる箇所は定

期的にアルコール消毒薬や次亜塩素酸ナトリウムで清拭する。また、テーブル、

イスなどはお客様の入れ替わる都度、アルコール消毒薬

や次亜塩素酸ナトリウム、台所用洗剤(界面活性剤)で清拭する。
■従業員は、店内の一箇所にお客様が集まらないように留意する。
■トイレは毎日清掃し、ドアやレバー等の不特定多数が触れる箇所は定期的に

アルコール消毒薬、次亜塩素酸ナトリウムで清拭する。
■トイレのハンドドライヤーは使用を中止し、ペーパータオルを置くか、個人用

にタオルを準備する。また、汚物は蓋をして流すよう、使用者に注意を促す。
■厨房の調理設備・器具を台所洗剤(界面活性剤)で清拭し、作業前後の手洗

いなど、従来から取り組んでいる一般的な衛生管理を徹底する。 
■感染防止対策に必要な物資(消毒剤、マスク、手袋、ペーパータオル 及びそれ

らの使い捨て用品を廃棄する容器等)の一覧表(リスト)を作成し、十分な量を

準備しておくか、または緊急時にすぐに入手できるよう予め手配をしておく。平

時から使用した分をその都度補充し、常に一定の必要量を備蓄しておくことが

望ましい(ローリングストック)。
■ユニフォームや衣服はこまめに洗濯する。
■食品残渣、鼻水、唾液などが付いた可能性のあるごみ等の処理は手袋・マス

クを着用してビニール袋等に密封して縛り、マスクや手袋を着用して回収する。

マスクや手袋を脱いだ後は、必ず手を洗う。



感染症の拡大を防ぐため、お客様およびスタッフに以下のアンケートを記入
いただくよう努めてください。アンケート用紙は以下よりダウンロードください。
https://zensyaren.net/pdf/questionnaire.pdf
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新型コロナウイルス感染症の感染防止ガイドライン 新型コロナウイルス感染症対策のためのアンケート用紙

従
業
員

▢ 出勤前の検温と出勤時の検温、頻繁かつ適切な手洗いの徹底（体調管理シートに記入）
▢ マスク着用（適宜フェイスガード使用）
▢ むやみに顔や髪に触れない。触った場合は手指の消毒をする
▢ 咳エチケット、こまめな手洗い、手指消毒の徹底	

お
客
様

▢ 来店時マスク着用、手の消毒
▢ 体温測定　
▢ トイレ使用後の石鹸と流水による手洗いの徹底

▢ 少人数でのご来店を促す
▢ お客様同士のお酌、回し飲みは避ける
▢ カラオケを利用する場合のマスクの着用

「三つの密」を避ける
❶ 密閉空間を避ける ❷ 密集場所を避ける ❸ 密接場面を避ける

▢ 店内清掃を徹底（ドアノブ・レジ・テーブル・イス・メニュー・タッチパネル・カラオケ
機器等の共有物の定期的な消毒）

▢ アクリル板等で出来るだけ仕切り設置（テーブル、レジ前）着席位置を工夫
▢ 定期的な換気（窓・ドアの開放、常時換気扇使用）
▢ 食品を扱う場合、安全衛生の徹底
▢ トイレのハンドドライヤーの使用を中止し、ペーパータオルを設置
▢ 混雑時の入店制限
▢ 電子マネー等での決済導入、授受が発生する場合はコイントレイを使用
▢ 入口及び施設内に手指消毒設備を設置			 
▢ 抗菌除菌洗剤でのグラス等の洗浄の推進	
▢ 発熱や風邪、味覚障害の症状がある方の入場制限や従業員の勤務制限
▢ 従業員及び入場者に対するマスクの着用の徹底
▢ 施設の適切な消毒や清掃	
▢ ユニフォーム他衣類、ダスター類はこまめに洗濯をして清潔を保つ	
▢ 鼻水、唾液などが付いたごみはビニール袋に密閉。回収時は手袋を着用
▢ 万が一に備え、利用者の連絡先を把握（個人情報の取扱いに十分注意）
▢ 大声での会話が行われないようBGMや機械の効果音等を最小限に調整
▢ 大皿での取り分けによる料理提供の自粛	
▢ 感染防止対策チェックリストを作成し、チェックする
▢ トイレ使用後の石鹸と流水による手洗いの徹底
▢ 対人距離の確保（最低1m）

店
　
舗

※上記ガイドラインは一部抜粋版です。営業形態により一部異なります。

新型コロナウイルス
感染症対策のための
アンケート用紙

➡ 来店されるお客様・ スタッフ等
 全員が対象

＊当用紙は、全国社交飲食業生活衛生同業組合連合会監修の「社交飲食業におけるガイドライン」での定めにより
　来店されるお客様、及びスタッフ・キャスト全員にご記入いただくものです。
＊当用紙にご記入いただいた内容によっては、ご入場をお断りさせていただく場合がございます。
＊当用紙は、今後１カ月を目安に保管し、保健所などからの要請があった場合は、提出させていただく場合があります。

＊このアンケート用紙はコロナウイルス感染症対策のためで、それ以外には使用致しません

日付　　　　　年　　　月　　　日

体温	 　　度	 　　

チェック項目 有 無
２週間以内の海外からの渡航歴 ▢ ▢
２週間以内の発熱症状 ▢ ▢
咳 ▢ ▢
倦怠感 ▢ ▢
息苦しさ ▢ ▢
喉の痛み ▢ ▢
鼻水・鼻づまり ▢ ▢
頭痛 ▢ ▢
味覚・嗅覚の異常 ▢ ▢
下痢 ▢ ▢
その他 ▢ ▢

ご署名　　　　　　　　　　　　　　　　　

ご住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号または携帯番号			   　　　　　　　　　　　　　　　　　

「確認事項」に同意しました。
上記の記入内容に間違いはございません。
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新型コロナウイルス
接触確認アプリについて

■厚生労働省は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に資するよ
う、新型コロナウイルス感染症対策テックチームと連携して、新型コロ
ナウイルス接触確認アプリ（略称：COCOA）を開発しました。

■アプリの利用者は、陽性者と接触した可能性が分かることで、検査
の受診など保健所のサポートを早く受けることができます。また、利
用者が増えることで、感染拡大の防止につながることが期待されます。

■例えば、もし従業員の一人が新型コロナウイルス感染を確認された
場合、その陽性者と接触した可能性のあるお客様、他の従業員に対
して検査の受診など保健所のサポートを早く受けることができますの
で、ぜひご活用ください。

▼   iPhoneご利用の 
 方はこちら

▼   Androidご利用の
 方はこちら

▼   厚生労働省「新型コロナウイルス接触確認アプリ」の
　  詳細はこちら

出典：厚生労働省「新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA) ＣＯＶＩＤ‐１９ Ｃｏｎｔａｃｔ‐Ｃｏｎｆｉｒｍｉｎｇ Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ」
※上記 QR コードは、サイズが小さいため読み取れない場合があります。
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キャッシュレス決済の
推進について

■経済産業省は新型コロナウイルス
感染症流行を受け、オンライン決済
の増加や、実店舗でも現金に触れな
いため衛生的、従業員と顧客の接触
機会を減らすという観点からキャッ
シュレス決済を推進しています。

■キャッシュレス決済とは、お札や小
銭などの現金を使用せずにお金を払
うことです。

■キャッシュレス決済手段には、クレ
ジットカード、デビットカード、電子マ
ネー（プリペイド）やスマートフォン
決済など、様々な手段があります（右
図ご参照）。

■新しい生活様式や、各業界の定め
るガイドラインでも、キャッシュレス
決済の利用が推奨されていますので、
ぜひご検討ください。 ▼

  経済産業省「キャッシュレス」詳細はこちら

出典：経済産業省「キャッシュレスの現状及び意義」、「『キャッシュレス決済の中小店舗への更なる普及促進に向けた環境整備検討会』第1回検討会」



新型コロナウイルス感染症の拡大によって

特に大きな影響を受ける事業者に対し、

給付金の申込みや貸付の相談等ができる情報をまとめました。

また、経営相談や支援に関する相談窓口などの情報も

まとめておりますのでぜひご活用ください。

組合員のみなさまへ

2
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売上減少に伴い、
当面の運転資金を
調達したい！

税金や保険料の
支払いが負担に…

従業員を一時的に
休業させたいが、
手当の支払いが大変…

売上は縮小する中、
家賃などの固定費は
変わらず負担に…

19



組合員のみなさまへ2

出典：経済産業省「業種別支援策リーフレット 飲食店経営者」 ※上記 QR コードは、サイズが小さいため読み取れない場合があります。
20

新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、事業や雇用の維持のため新たな給付金制度が創設されるなど、様々な支援が用意されています。



 売上は縮小する中、
固定費は変わらず

負担に…

出典：経済産業省「事業化給付金に関するお知らせ」
21

最大200万円まで給付金を支給します。
持続化給付金
新たに持続化給付金が創設され、法人には最大200万円、
個人事業者には最大100万円、事業全般に広く使える給付金が
支給されます。組合も申請できます、ぜひご活用ください。
※昨年１年間の売上からの減少分を上限とする

【 給付対象】
令和2年12月までに売上が50%以上減少した月がある事業者が対象です。
また、資本金10億円以上の大企業を除く、中堅・中小企業、
小規模事業者、フリーランスを含む個人事業者を対象とします。

【 申請期間】
給付金の申請期間は令和2年5月1日（金）から令和3年1月15日（金）
までとなります。電子申請の送信完了の締め切りが、令和3年1月15日

（金）の24時までとなります。



組合員のみなさまへ2

通常２週間程度でご登録の口座に入金されます。

⇒
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申請の流れ

1 ホームページへアクセス
迅速かつ安全に給付を行うため、オンライン申請 で受け付け。 
パソコンでもスマホでも、簡単にできます。

▲ ▲

申請ボタンをクリック メールアドレスを入力 仮登録が完了

2 仮登録

▲ ▲

メールに記載のURLへ　 パスワードを登録 本登録が完了

3 本登録

▲ ▲

基本情報 売上額 口座情報

4 各種情報の入力

※必要書類の詳細はP24で説明いたします

5 必要書類の添付
●

確定申告書類の控え　

●

売上台帳等の写し　

●

本人確認書類の写し
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1 法人番号　13桁の法人番号を入力してください

2 法人名　会社名を記入してください 

3 住所　郵便番号・住所（都道府県・市区町村・番地・ビルマンション名等） 

4 書類送付先　※③と同じ場合は記載不要
	 郵便番号・住所（都道府県・市区町村・番地・ビルマンション名等）

5 業種（日本産業分類）
	 大分類、中分類で該当する業種をご記入ください（申請画面で選択式） 

6 設立年月日　法人の場合：設立年月日　西暦で入力してください 

7 資本金の額又は出資の総額
	 資本金の額又は出資の総額を入力してください

8 常時使用する従業員数
	 常時使用する従業員の数を入力してください 

9 代表者役職　代表者の役職を入力してください 

� 代表者氏名　代表者の氏名とフリガナを入力してください

� 代表電話番号　電話番号を入力してください

� 担当者氏名
	 担当者の氏名とフリガナを入力してください
	 代表者と同じ場合「同上」とご記入ください。 

� 担当者電話番号
	 担当者の電話番号を入力してください
	 代表者電話番号と同じ場合「同上」とご記入ください。

� 担当者メールアドレス
	 担当者のメールアドレスを入力してください　※任意 

� 前の事業年度の事業収入
	 前の事業年度分の事業収入の合計を入力してください 

� 決算月　決算月を入力してください 

� 対象月　対象月を記入してください 

� 対象月の月間事業収入
	 前の事業年度の同月の売上と比較して50％以上減少している
	 月の金額を入力してください

持続化給付金申請にあたって  
持続化給付金の申請にあたって、法人または個人の基本情報を入力する必要があります。
必要な情報は以下の通りです。基本情報の入力



組合員のみなさまへ2

法 人
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確定申告書別表一※の
控え（1枚）及び 
法人事業概況説明書の
控え（2枚）計3枚。

●青色申告の場合 　
令和元年分の確定申告書第一表※の控え（1枚）と
所得税青色申告決算書の控え（2枚）計3枚 

令和元年分の確定申告書第一表※

の控え（1枚）計1枚

●白色申告の場合

売上台帳や帳簿等、
対象月の月間事業収入が
わかるもの 

法人名義の口座通帳の写し
（法人の代表者名義も可）

法人名義の口座通帳の写し
（法人の代表者名義も可）

本人確認書類（住所・氏名・明瞭な顔写真のある身分証明書※）

外国人登録証明書など上記を
保有していない場合は「 住民
票の写し及びパスポート」「住
民票の写し及び各種健康保険
証」 の組合せで代替することが
できます。

※少なくとも確 定申告 書
別表一の控えには収受印 

（ e-Taxの 場 合 は 受 信 通
知）が必要です。

※令和元年分の確定申告書第一表の控え1枚のみも可。ただ
し白色申告の場合と同様に令和元年の月平均の事業 収入と対
象月の月間事業収入を比較することとします。

※少なくとも確定申告書第一表の控えに
は収受印（ e-Taxの場合は受信通知）が
必要です。

令和2年〇月と明確な
記載があるもの。

※通帳の表面、通帳を開いた1・2ペー
ジ目の両方 
※電子通帳など、紙媒体の通帳がな
い場合は画面コピー ※通帳の表面、通帳を開いた1・2ページ

目の両方 
※電子通帳など、紙媒体の通帳がない場
合は画面コピー

※運転免許証、個人番号カード、
写真付きの 住民基本台帳カード、
在留カード、 特別永住者証明書

令和2年〇月と明確な記
載があるもの。

申請にあたり下記の証拠書類等の提出が必要となります。必要書類

個 人

売上台帳や帳簿等、
対象月の月間事業収入
がわかるもの 



法人の場合

出典：経済産業省「申請要領（中小法人等事業者向け）」
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■算定イメージ

Ⓐ 直前の事業年度（令和元年度の年間事業収入） 500万円

上記年度4月の月間事業収入 50万円

Ⓑ 令和2年度4月の月間事業収入 20万円

算定式（A-B×12） 500-20×12=260万円

給付額 200万円
※200万円が上限額のため

算定方法

昨年度の事業収入「50万円」が、今年度4月はその50%以下の「20万円」まで
落ち込んでいるため、持続化給付金の対象となります。
上のように「前年同月と比較して売上が50%以下の月」で申請者が任意で選んだ
月を【対象月】と呼びます。

昨年度の収入は500万円。
昨年（令和元年度）4月の収入は

「50万円」だったけど、
今年（令和2年度）の4月収入は

「20万円」になってしまった…

例
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出典：経済産業省「申請要領（中小法人等事業者向け）」
26

個人（青色申告）の場合算定方法

昨年度の収入は300万円。
昨年（令和元年度）4月の収入は

「30万円」だったけど、
今年（令和2年度）の4月収入は

「13万円」になってしまった…

■算定イメージ

Ⓐ 直前の事業年度（令和元年度の年間事業収入） 300万円

上記年度4月の月間事業収入 30万円

Ⓑ 令和2年度4月の月間事業収入 13万円

算定式（A-B×12） 500-13×12=144万円

給付額 100万円
※200万円が上限額のため

昨年度の事業収入「30万円」が、今年度4月はその50%以下の「13万円」まで
落ち込んでいるため、持続化給付金の対象となります。

例



出典：経済産業省「申請要領（個人事業者向け）」
27

算定方法 個人（白色申告）の場合

昨年度（令和元年度）の
収入は300万円、
月平均の収入は「25万円」だったけど、
今年（令和2年度）の4月収入は

「10万円」になってしまった…

■算定イメージ

Ⓐ 直前の事業年度（令和元年度の年間事業収入） 300万円

上記年度4月の月間事業収入 300/12＝25万円

Ⓑ 令和2年度4月の月間事業収入 10万円

算定式（A-B×12） 300-10×12=180万円

給付額 100万円
※100万円が上限額のため

白色申告の場合、令和元年の月平均の収入と、対象月の収入を比べることになります。
上記の場合、昨年度の月平均の事業収入「 25万円」が、今年度4月はその50%以
下の「10万円」まで落ち込んでいるため、持続化給付金の対象となります。

例
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出典：経済産業省「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様へ」
28

コロナ特別貸付等の
資金繰り支援があります。

新型コロナウイルス感染症特別貸付
【 対象者 】

新型コロナウイルス感染症の影響を受けて一時的な業況悪化を来たし、
次の1または２のいずれかに該当する方 

1.  最近1ヶ月の売上高が5%以上減少した（前年又は前々年の同期と比較）

2.  前年(前々年)同期と単純に比較できない場合※、
 最近1ヶ月の売上が次のいずれかと比較して5%以上減少した
 ※業歴3ヶ月以上1年1ヶ月未満の場合、または店舗増加など売上増加に直結する投資を
 行っている企業（ベンチャー企業を含む）など

 ⒜  過去3ヶ月(最近1ヶ月を含む)の平均売上高
 ⒝  令和元年12月の売上高
 ⒞  令和元年10月~12月の売上高平均額

【融資限度額】
中小事業：6億円　　国民事業：8,000万円

「特別利子補給制度」対象となる場合、実質的な無利子で貸付可能です
（詳しくは次ページにて）

売上減少に伴い
当面の運転資金を

調達したい 



出典：経済産業省「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様へ」
29

3年間の金利引き下げ（-0.9%）
●中小：1.11%⇒0.21%
●国民：1.36%⇒0.46%

3年間に渡り、
残りの金利分が
助成される

【 対象者 】
新型コロナウイルス感染症特別貸付を受けており、
次のいずれかに該当する方

1.  個人事業主：要件なし
2.  小規模事業者（サービス業の場合、従業員５名以下）：売上高15%減少
3.  中小企業者（上記1,2を除く事業者）：売上高20%減少

【補給限度額】
中小事業：2億円　　国民事業：4,000万円

新型コロナウイルス
感染症特別貸付

特別利子
補給制度

実質無利子
無担保融資

特別利子補給制度
新規で創設された「新型コロナウイルス感染症特別貸付」及び

「特別利子補給制度」を併せて活用することで、
実質的な無利子・無担保融資が可能です。
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出典：日本政策金融公庫「新型コロナウイルス感染症特別貸付のご提出書類・お申込手続き」

▼ お申込の流れ
﹇
新
型
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ロ
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▼必要書類
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［記入例］借入申込書

表 裏　
※
裏
面
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あ
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て
ご
提
出
く
だ
さ
い
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［記入例］売上減少の申告書 ［記入例］ご商売の概要

33
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出典：経済産業省「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様へ」

生活衛生新型コロナウイルス感染症特別貸付
この貸付は、P28「新型コロナウイルス感染症特別貸付 」などとも
併用が可能です。

【 対象者 】
生活衛生関係の事業を営む方で、新型コロナウイルス感染症の影響を
受けて一時的な業況悪化を来たし、次のいずれかに該当する方 

1.  最近1ヶ月の売上高が5%以上減少した（前年又は前々年の同期と比較）

2.  前年(前々年)同期と単純に比較できない場合※、
 最近1ヶ月の売上が次のいずれかと比較して5%以上減少した
 ※業歴3ヶ月以上1年1ヶ月未満の場合、または店舗増加など売上増加に直結する投資を
 行っている企業（ベンチャー企業を含む）など

 ⒜  過去3ヶ月(最近1ヶ月を含む)の平均売上高
 ⒝  令和元年12月の売上高
 ⒞  令和元年10月~12月の売上高平均額

【融資限度額】
8,000万円

※P29「特別利子補給制度」を併用することで、実質的に無利子で融資を受けられます。

34



出典：経済産業省「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様へ」

新型コロナウイルス対策衛経融資
この貸付は、P28「新型コロナウイルス感染症特別貸付 」などとも
併用が可能です。

【 対象者 】
生活衛生関係の事業を営む方で、新型コロナウイルス感染症の影響を
受けて一時的な業況悪化を来たし、次のいずれにも該当する方 

1.  小規模事業者（従業員が５人以下の企業または個人）である
2.  最近1ヶ月の売上高が5%以上減少した（前年又は前々年の同期と比較）

【融資限度額】
1,000万円

※P29「特別利子補給制度」を併用することで、実質的に無利子で融資を受けられます。

35
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出典：経済産業省「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様へ」

衛生環境激変対策特別貸付
この貸付は、P28「新型コロナウイルス感染症特別貸付 」などとも
併用が可能です。

【 対象者 】
新型コロナウイルス感染症の発生により、一時的な業況悪化から
資金繰りに支障を来している旅館業、飲食店営業及び喫茶店営業を
営む方であって、次のいずれにも該当する方

1.  最近1ヶ月の売上高が10%以上減少しており、
 今後も減少が見込まれること。（前年又は前々年の同期と比較）

2.  中長期的に業況が回復し発展することが見込まれること。

【融資限度額】
別枠1,000万円（旅館業は別枠3,000万円）

※基準金利は1.91%ですが、 振興計画の認定を受けた生活衛生同業組合の組合員の方については、
基準金利-0.9%となります

36



出典：経済産業省　中小企業庁「 家賃支援給付 金 ポータルサイト 」

家賃支援給付金
令和2年５月の緊急事態宣言の延長により、
事業継続を下支えするため
地代、家賃負担を軽減する給付金です。

【 対象者 】
テナント事業者のうち、資本金10億円未満の
中堅企業、中小企業、小規模事業者、
個人事業者であり、次のいずれかに該当する方

令和２年5月~12月の売上高について
1.  いずれか1ヵ月で前年同月比50％以上
 減少した
2.  連続する3ヵ月の合計が前年同期比
 30%以上減少した

【融資限度額】
法人：最大600万円
個人事業者：最大300万円

※申請時の月額賃料を基に、６ヶ月分の給付額相当を支給

【申請受付について】
令和2年7月14日（火）より、申請受付を開始しました。
申請の期間は令和2年7月14日から令和3年1月15日までです。
電子申請の締め切りは、令和3年1月15日の24時までで、
締め切りまでに申請の受付が完了したもののみが対象となります。

37

▼ 経済産業省
 「家賃支援給付金 ポータルサイト」はこちら
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出典：経済産業省「家賃支援給付金に関するお知らせ」
38



出典：経済産業省「家賃支援給付金に関するお知らせ 」 出典：経済産業省 「 家賃支援給付金給付規程（中小法人等向け ）」出典：経済産業省 「 家賃支援給付金給付規程（中小法人等向け ）」

家賃支援給付金 必要書類等について

中小法人等向け

個人事業者等向け

家賃支援給付金 必要書類一例（賃貸借契約等証明書）

家賃支援給付金　コールセンター
0120-653-930（平日・土日祝日8:30～19:00）　※おかけ間違いに御注意ください。

▼

「家賃支援給付金に関する お知らせ」詳細はこち ら

39
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従業員を一時的に
休業させたいが

手当の支払いが大変

出典：経済産業省「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様へ」
※上記 QR コードは、サイズが小さいため読み取れない場合があります。

雇用調整助成金で手当等の一部が
助成されます。 

雇用調整助成金
経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が
休業・出向等を実施した際に、その費用を一部助成する制度です。

今回、令和2年4月1日～9月30日を緊急対応期間と位置づけ、
新型コロナウイルス感染症に係る特例が設けられました。
申請書類の大幅な削減やオンライン申請の運用も予定され、
申請が簡素化されている点も特徴です。

【主な特例措置】
1.  助成額の上限を１人１日あたり15,000円に引き上げ
　これまでの上限額は8,330円。これにより給与単価の高い正社員の休業
手当もカバーが可能となっています。

2.  助成率を以下の通り引き上げ

変更前 解雇あり         変更後        解雇なし

中小企業 2/3 4/5 10/10
大企業 1/2 2/3 3/4

40
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税金や保険料の支払いが
負担になっている

税・社会保険料の納付が
猶予/減免されます。 

納税猶予・納付期限の延長
多くの事業者の収入が急減しているという状況を踏まえ、
納税・納付において以下の措置が講じられています。

【主な特例措置】
1.  税務申告・納付期限の延長
申告所得税、個人事業者の消費税、贈与税において期限が延長されます。

➡ 詳しくはP41左資料

2.  事業収入が減少する場合の納税猶予（国税・地方税）
事業収入が、令和２年２月から一定の期間において概ね20%以上減少した
場合（前年同期比）、原則１年間納税猶予が認められます。

➡ 詳しくはP41右資料

3.  個別の事情がある場合の国税の納付猶予
4.  個別の事情がある場合の地方税の納付猶予　
 財産に相当な損失が生じた、本人・ご家族が病気にかかった等
 個別の事情がある場合、納付猶予が認められます。

➡ 詳しくはP42資料

出典：経済産業省「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様へ」
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※上記 QR コードは、サイズが小さいため読み取れない場合があります。
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44



電気・ガス料金の支払猶予等

■個人又は企業にかかわらず、新型コロナウイルス感染症の影響
により電気・ガス料金の支払いに困難な事情があると認めら
れる方に対しては、料金の未払いによる供給停止の猶予など、
電気・ガス料金の支払いの猶予について４ヶ月繰り延べる等
の措置が講じられています。

■契約をされている小売電気事業者・ガス小売事業者をご確認
の上、当該事業者にお問合せください。

45
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出典：中小機構・J-Net21「新型コロナウイルス関連（都道府県別）　https://j-net21.smrj.go.jp/support/tsdlje00000085bc.html46

新型コロナウイルス感染症関連  都道府県別  補助金・助成金・融資情報

 北海道ブロック1

 東北ブロック2

●北海道
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/hokkaido.html

●青森県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/aomori.html

●岩手県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/iwate.html

●秋田県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/hokkaido.html

●宮城県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/miyagi.html

●山形県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/yamagata.html

●福島県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/fukushima.html
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 関東ブロック3

●栃木県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/tochigi.html

●群馬県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/gunma.html

●埼玉県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/saitama.html

●神奈川県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/kanagawa.html

●静岡県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/shizuoka.html

●長野県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/nagano.html

●新潟県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/niigata.html

各都道府県で独自に、コロナウイルス感染症関連の各種支援を行っております。
詳細は各URL・QRコードからご覧いただき、ぜひご活用ください。
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 東京ブロック4

●東京都（都・23区）
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/tokyo.html

●東京都（市町村）
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/tokyo2.html

●富山県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/toyama.html

●石川県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/ishikawa.html

●福井県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/fukui.html

●岐阜県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/gifu.html

●愛知県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/aichi.html

●三重県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/mie.html

 中日本ブロック5 
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 中日本ブロック つづき5 

●大阪府
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/osaka.html

●滋賀県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/shiga.html

 中四国ブロック6

●兵庫県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/hyogo.html

●岡山県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/okayama.html

●広島県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/hiroshima.html

●香川県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/kagawa.html

●徳島県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/tokushima.html

●愛媛県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/ehime.html

●高知県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/kochi.html

各都道府県で独自に、コロナウイルス感染症関連の各種支援を行っております。
詳細は各URL・QRコードからご覧いただき、ぜひご活用ください。
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 沖縄ブロック8

 九州ブロック7

●沖縄県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/okinawa.html

●福岡県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/fukuoka.html

●長崎県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/nagasaki.html

●大分県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/oita.html

●熊本県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/kumamoto.html

●宮崎県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/miyazaki.html

●鹿児島県
https://j-net21.smrj.go.jp/support/covid-19/regional/kagoshima.html

各都道府県で独自に、コロナウイルス感染症関連の各種支援を行っております。
詳細は各URL・QRコードからご覧いただき、ぜひご活用ください。



出典：JASRAC web サイト「ご営業や音楽利用の一時的な休止に伴うお手続き」より

（一社）日本音楽著作権協会（JASRAC）
音楽利用の一時的な休止に伴うお手続き
JASRAC では新型コロナウィルスの感染拡大を受け、カラオケ、生演奏
等お店などで音楽をご利用になる皆さまから、ご営業や音楽利用の一
時的な休止に伴うお手続き、ご閉店や音楽利用の廃止に伴う利用許諾
契約のご解約等についての手続きを受け付けています。

【 利用許諾のお手続き・お取り扱い等】
以下の手続きを受け付けております。
1.  ご営業や音楽利用の一時的な休止に伴うお手続き
2.  ご閉店や音楽利用の廃止に伴う利用許諾契約のご解約

※多くのご連絡をいただいております。手続き完了までにお時間をいただいておりますことを
お詫び申し上げます。

詳細はJASRAC web サイトより「ご営業や音楽利用の休止・廃止に伴
うお手続きについて（カラオケ、生演奏等お店などで音楽をご利用にな
る皆さま）」を参照ください。
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 JASRAC web サイト▼

  「新型コロナウィルスの感染症への対応について」
 詳細はこちら



新型コロナウイルス感染症基本情報

新型コロナウイルスに関する、政府による最新情報は
以下の通り随時掲載されております。

陽性者等が判明した場合には

従業員等が新型コロナウイルス感染症に陽性であると判明した場合、
所轄の保健所に連絡し、その後の対応について相談、指示を受けてください。
保健所所轄区は地域により異なりますので、以下を参照ください。

融資・貸付について

まずは、お近くの経営相談窓口までご相談ください。
窓口の住所・電話番号などはホームページ等でご確認ください。

持続化給付金について

中小企業庁｜持続化給付金 
https://www.jizokuka-kyufu.jp/

コールセンター
フリーダイヤル：0120-115-570 

IP 電話等からのお問い合わせ：03-6831-0613 ( 通話料がかかります )

【7月・8月】毎日8:30～19:00

【9月～12月】日曜日～金曜日8:30～19:00 （土曜日祝日を除く）

内閣官房 ￤ 新型コロナウイルス感染症対策 
https://corona.go.jp/

厚生労働省 ￤ 新型コロナウイルス感染症について
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html

経済産業省 ￤ 新型コロナウイルス感染症関連 
https://www.meti.go.jp/covid-19/

日本政策金融公庫 ￤ 新型コロナウイルス感染症特別貸付
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/covid_19_m.html

厚生労働省￤保健所 所轄区域案内
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/hokenjo/

組合員のみなさまへ2コロナを広げないために1
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お役立ち情報 新型コロナウイルスについての最新情報や経営相談や支援に関する相談窓口などの情報を
まとめておりますのでぜひご活用ください。 



出典：経済産業省「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様へ」
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